
 

 

令和 2 年 3 月 

浜田市議会定例会議議案 

 

 

 

 

 

 令和 2 年 2 月 25 日 



令和 2 年 3 月浜田市議会定例会議付議事件 

 

議 案 

議案第 1 号  地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

理に関する条例の制定について 

議案第 2 号  浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する条例について 

議案第 3 号  浜田市印鑑条例の一部を改正する条例について 

議案第 4 号  浜田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する

条例について 

議案第 5 号  浜田市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関す

る条例の一部を改正する条例について 

議案第 6 号  浜田市森林環境譲与税基金条例の制定について 

議案第 7 号  浜田城に関する資料館及び城山整備基金条例を廃止する条例に

ついて 

議案第 8 号  浜田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例について 

議案第 9 号  浜田市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

議案第 10 号  浜田市休日応急診療所条例の一部を改正する条例について 

議案第 11 号  浜田市八戸川農村公園条例を廃止する条例について 

議案第 12 号  浜田市営住宅条例等の一部を改正する条例について 

議案第 13 号  浜田市地域定住住宅条例の制定について 

議案第 14 号  浜田市工業用水道料金徴収条例の一部を改正する条例について 

議案第 15 号  指定管理者の指定について（山陰浜田港公設市場） 

議案第 16 号  工事請負契約の変更について（浜田漁港 7 号荷さばき所建設に

伴う建築主体工事の変更契約） 

議案第 17 号  市道路線の廃止について（美川南 31 号線外） 

議案第 18 号  市道路線の認定について（後野佐野線外） 

議案第 19 号  浜田市過疎地域自立促進計画の変更について 

議案第 20 号  令和元年度浜田市一般会計補正予算（第 6 号） 

議案第 21 号  令和元年度浜田市国民健康保険特別会計補正予算（第 3 号） 

議案第 22 号  令和元年度浜田市公共下水道事業特別会計補正予算（第 2 号） 

議案第 23 号  令和元年度浜田市後期高齢者医療特別会計補正予算（第 2 号） 

議案第 24 号  令和元年度浜田市水道事業会計補正予算（第 1 号） 

議案第 25 号  令和 2 年度浜田市一般会計予算 



議案第 26 号  令和 2 年度浜田市国民健康保険特別会計予算 

議案第 27 号 令和 2 年度浜田市駐車場事業特別会計予算 

議案第 28 号  令和 2 年度浜田市公設水産物仲買売場特別会計予算 

議案第 29 号  令和 2 年度浜田市農業集落排水事業特別会計予算 

議案第 30 号  令和 2 年度浜田市漁業集落排水事業特別会計予算 

議案第 31 号  令和 2 年度浜田市生活排水処理事業特別会計予算 

議案第 32 号  令和 2 年度浜田市後期高齢者医療特別会計予算 

議案第 33 号 令和 2 年度浜田市水道事業会計予算 

議案第 34 号 令和 2 年度浜田市工業用水道事業会計予算 

議案第 35 号 令和 2 年度浜田市公共下水道事業会計予算 

同意第 1 号 人権擁護委員候補者の推薦について 

報 告 

報告第 1 号 専決処分の報告について（平成 29 年災害栃下川河川災害復旧工

事の変更契約） 

報告第 2 号  専決処分の報告について（事故の損害賠償の額の決定） 

報告第 3 号  専決処分の報告について（事故の損害賠償の額の決定） 

報告第 4 号  専決処分の報告について（事故の損害賠償の額の決定） 

報告第 5 号 専決処分の報告について（事故の損害賠償の額の決定） 

報告第 6 号 専決処分の報告について（事故の損害賠償の額の決定） 

 

 

 



1 

議案第 1 号 

 

地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関

する条例の制定について 

 

地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関す

る条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 

  



2 

地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関

する条例 

 

（浜田市監査委員条例の一部改正） 

第 1 条 浜田市監査委員条例（平成 17 年浜田市条例第 12 号）の一部を次の

ように改正する。 

第 3 条中「第 243 条の 2 第 3 項」を「第 243 条の 2 の 2 第 3 項」に改め

る。 

（浜田市水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第 2 条 浜田市水道事業の設置等に関する条例（平成 17 年浜田市条例第 260

号）の一部を次のように改正する。 

第 5 条中「第 243 条の 2 第 8 項」を「第 243 条の 2 の 2 第 8 項」に改め

る。 

（浜田市工業用水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第 3 条 浜田市工業用水道事業の設置等に関する条例（平成 17 年浜田市条

例第 262 号）の一部を次のように改正する。 

第 6 条中「第 243 条の 2 第 8 項」を「第 243 条の 2 の 2 第 8 項」に改め

る。 

附 則 

この条例は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

  



3 

議案第 2 号 

 

浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

  



4 

浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する条例 

 

浜田市防災行政無線施設条例（平成 18 年浜田市条例第 9 号）の一部を次の

ように改正する。 

別表第 1（金城自治区）の部久佐公民館付近の項の次に次のように加える。 

北の森 浜田市金城町下来原 1386 番地 4 

 附 則 

この条例は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

 

  



5 

議案第 3 号 

 

浜田市印鑑条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

  



6 

浜田市印鑑条例の一部を改正する条例 

 

浜田市印鑑条例（平成 17 年浜田市条例第 33 号）の一部を次のように改正

する。 

第 2 条第 2 項第 2 号を次のように改める。 

⑵ 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。） 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

  



7 

議案第 4 号 

 

浜田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

 

浜田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように定める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 

  



8 

浜田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

浜田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 17 年浜田市条例第 45

号）の一部を次のように改正する。 

第 3 条に次の 1 項を加える。 

3  任命権者は、職員（規則で定める職員及び次条の規定の適用を受ける職

員を除く。以下この項において同じ。）について、始業及び終業の時刻につ

いて職員の申告を考慮して当該職員の勤務時間を割り振ることが公務の

運営に支障がないと認める場合には、前項の規定にかかわらず、規則の定

めるところにより、職員の申告を経て、4 週間を超えない範囲内で週を単

位として規則で定める期間（以下この項において「単位期間」という。）ご

との期間につき前条に規定する勤務時間となるように当該職員の勤務時

間を割り振ることができる。ただし、当該職員が育児短時間勤務職員等で

ある場合にあっては、単位期間ごとの期間について、当該育児短時間勤務

等の内容に従い、勤務時間を割り振るものとする。 

第 8 条に次の 1 項を加える。 

3  前項に規定するもののほか、同項に規定する正規の勤務時間以外の時間

における勤務に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

 

  



9 

議案第 5 号 

 

浜田市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

の一部を改正する条例について 

 

浜田市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の

一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 

  



10 

浜田市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

の一部を改正する条例 

 

浜田市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（平

成 17 年浜田市条例第 48 号）の一部を次のように改正する。 

第 6 条に次の 1 号を加える。 

⑸ 給料を支給される職員 法第 2 条第 4 項に規定する平均給与額の例に

より実施機関が市長と協議して定める額 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例による改正後の浜田市議会の議員その他非常勤の職員の公務災

害補償等に関する条例第 6 条の規定は、この条例の施行の日以後に発生し

た事故に起因する公務上の災害又は通勤による災害に係る補償について

適用する。 

 

  



11 

議案第 6 号 

 

浜田市森林環境譲与税基金条例の制定について 

 

浜田市森林環境譲与税基金条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

  



12 

浜田市森林環境譲与税基金条例 

 

（設置） 

第 1 条 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（平成 31 年法律第 3

号。以下「法」という。）の規定に基づき、森林の整備及びその促進に関す

る施策の財源に充てるため、浜田市森林環境譲与税基金（以下「基金」と

いう。）を設置する。 

（積立て） 

第 2 条 基金として積み立てる額は、次に掲げる額とする。 

⑴ 法第 27 条の規定により市に譲与される森林環境譲与税のうち予算に

計上する額 

⑵ その他予算に計上する額 

（管理） 

第 3 条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な

方法により保管しなければならない。 

2  基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代え

ることができる。 

（運用益金の処理） 

第 4 条 基金の運用から生じる収益金は、一般会計歳入歳出予算に計上して、

この基金に繰り入れるほか、第 1 条の目的達成に必要な財源に充てること

ができる。 

（繰替運用） 

第 5 条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、

期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用す

ることができる。 

（処分） 

第 6 条 基金は、第 1 条に定める目的に充てる場合に限り、処分することが

できる。 

（その他） 

第 7 条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

  



13 

議案第 7 号 

 

浜田城に関する資料館及び城山整備基金条例を廃止する条例について 

 

浜田城に関する資料館及び城山整備基金条例を廃止する条例を次のよう

に定める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

  



14 

浜田城に関する資料館及び城山整備基金条例を廃止する条例 

 

浜田城に関する資料館及び城山整備基金条例（平成 19 年浜田市条例第 19

号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

  



15 

議案第 8 号 

 

浜田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の

一部を改正する条例について 

 

浜田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一

部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

  



16 

浜田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の

一部を改正する条例 

 

浜田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成

26 年浜田市条例第 34 号）の一部を次のように改正する。 

附則第 2 項中「令和 2 年 3 月 31 日」を「令和 5 年 3 月 31 日」に改める。 

附 則 

この条例は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

  



17 

議案第 9 号 

 

浜田市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

  



18 

浜田市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

浜田市国民健康保険条例（平成 17 年浜田市条例第 151 号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第 18 条の 6 中「61 万円」を「63 万円」に改める。 

第 18 条の 12 中「16 万円」を「17 万円」に改める。 

第 22 条第 1 項中「61 万円」を「63 万円」に改め、同項第 2 号中「28 万円」

を「28 万 5,000 円」に改め、同項第 3 号中「51 万円」を「52 万円」に改め、

同条第 3 項中「61 万円」を「63 万円」に改め、同条第 4 項中「61 万円」を

「63 万円」に、「16 万円」を「17 万円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例による改正後の浜田市国民健康保険条例の規定は、令和 2 年度

以後の年度分の保険料について適用し、令和元年度分までの保険料につい

ては、なお従前の例による。 

 

 

  



19 

議案第 10 号 

 

浜田市休日応急診療所条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市休日応急診療所条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

  



20 

浜田市休日応急診療所条例の一部を改正する条例 

 

浜田市休日応急診療所条例（平成 17 年浜田市条例第 155 号）の一部を次の

ように改正する。 

第 4 条第 1 項第 2 号中「午後 1 時から午後 4 時まで」を「午後 1 時から午

後 3 時まで」に改める。 

附 則 

この条例は、令和 2 年 7 月 1 日から施行する。 

 

 

  



21 

議案第 11 号 

 

浜田市八戸川農村公園条例を廃止する条例について 

 

浜田市八戸川農村公園条例を廃止する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

  



22 

浜田市八戸川農村公園条例を廃止する条例 

 

浜田市八戸川農村公園条例（平成 17 年浜田市条例第 292 号）は、廃止す

る。 

附 則 

この条例は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  



23 

議案第 12 号 

 

浜田市営住宅条例等の一部を改正する条例について 

 

浜田市営住宅条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

  



24 

浜田市営住宅条例等の一部を改正する条例 

 

（浜田市営住宅条例の一部改正） 

第 1 条 浜田市営住宅条例（平成 17 年浜田市条例第 247 号）の一部を次の

ように改正する。 

第 6 条第 1 項本文中「各号の」を「各号に掲げる」に改め、同項ただし

書中「第 2 号から第 5 号まで」を「第 2 号から第 4 号まで」に改め、「被災

者等」の次に「、東日本大震災復興特別区域法（平成 23 年法律第 122 号）

第 19 条第 1 項第 2 号に規定する被災者等（同条の認定を受けた復興推進

計画に記載された同条第 2 項の期間が満了する日（その日が令和 3 年 3 月

11 日後の日であるときは、同月 11 日）までの間に限る。）並びに福島復興

再生特別措置法（平成 24 年法律第 25 号）第 27 条に規定する特定帰還者

及び同法第 39 条に規定する居住制限者」を、「第 3 号及び第 4 号」の次に

「に掲げる条件」を加え、同項第 5 号を削る。 

第 7 条第 2 項中「同項第 1 号から第 4 号まで」を「同項各号」に改める。 

第 9 条第 5 項中「寡婦」の次に「若しくは寡夫」を加える。 

第 11 条第 1 項各号列記以外の部分中「の各号」を削り、同項第 1 号を次

のように改める。 

⑴ 請書を提出すること。 

第 11 条第 2 項中「前項の」を「同項の」に、「前項各号」を「同項各号」

に改め、同条第 3 項を削り、同条第 4 項中「第 2 項」を「前項」に改め、

同項を同条第 3 項とし、同条中第 5 項を第 4 項とし、第 6 項を第 5 項とす

る。 

第 16 条第 1 号中「減少したとき」を「低額であるとき」に改める。 

第 17 条第 1 項中「第 11 条第 5 項」を「第 11 条第 4 項」に改め、同条第

3 項に後段として次のように加える。 

この場合において、当該家賃の額に 100 円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てた額とする。 

第 19 条中第 4 項を第 5 項とし、同条第 3 項ただし書中「未納の家賃」を

「賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務の不履行」に、「こ

れ」を「これら」に改め、同項を同条第 4 項とし、同条第 2 項の次に次の

1 項を加える。 

3  入居者が賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務を履

行しないときは、市長は、敷金をその債務の弁済に充てることができる。



25 

この場合において、入居者は、市長に対し、敷金をもって賃貸借に基づ

いて生じた金銭の給付を目的とする債務の不履行の弁済に充てること

を請求することができない。 

第 21 条第 1 項ただし書中「破損ガラスの取替え等」を「ふすま及び障子

の張替え等」に改め、「及び給水栓、点滅器その他附帯施設の構造上重要で

ない部分の修繕」を削り、同条第 3 項中「第 1 項に掲げる」を「市営住宅

及び共同施設の」に改める。 

第 22 条第 4 号中「に規定するもの」を「において市が負担することとさ

れているもの」に改める。 

第 23 条第 2 項中「き損した」を「毀損した」に改める。 

第 31 条第 1 項中「第 14 条第 1 項」を「第 14 条第 1 項及び第 4 項」に改

め、同条第 2 項中「第 8 条第 2 項」を「第 8 条第 2 項又は第 3 項」に改め

る。 

第 41 条第 2 項中「前項」を「第 1 項」に改め、同項を同条第 3 項とし、

同条第 1 項の次に次の 1 項を加える。 

2  入居者は、前項の検査のときまでに、入居者の費用で、畳の表替え、

ふすま及び障子の張替え等並びに市営住宅の清掃を行うほか、入居者の

責めに帰すべき事由による汚損、毀損等の原状回復を行わなければなら

ない。 

第 42 条第 1 項第 3 号中「き損した」を「毀損した」に改め、同条第 3 項

中「年 5 分の割合」を「法定利率」に改める。 

第 48 条第 1 項中「厚生省令・建設省令」を「公営住宅法第 45 条第 1 項

の事業等を定める省令」に改める。 

第 51 条中「第 11 条第 5 項」を「第 11 条第 4 項」に改める。 

第 65 条第 1 項第 3 号中「き損した」を「毀損した」に改める。 

第 67 条中「第 11 条第 5 項」を「第 11 条第 4 項」に改める。 

（浜田市特定公共賃貸住宅条例の一部改正） 

第 2 条 浜田市特定公共賃貸住宅条例（平成 17 年浜田市条例第 249 号）の

一部を次のように改正する。 

第 3 条の 3 中第 1 号を削り、第 2 号を第 1 号とし、同条第 3 号中「前 2

号」を「前号」に改め、同号を同条第 2 号とする。 

第 4 条第 3 項第 2 号中「特定公共賃貸住宅の」を削り、「規模」を「規

格」に改め、同項第 5 号を次のように改める。 

⑸ 申込方法 
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第 4 条第 3 項中第 6 号を削り、第 7 号を第 6 号とし、同項に次の 2 号を

加える。 

⑺ 入居の時期 

⑻ その他市長が必要と認める事項 

第 6 条第 1 号中「市内に住所を有するもの。」を「入居後、当該特定公共

賃貸住宅を生活の本拠とするもの」に改める。 

第 11 条第 1 項第 1 号本文中「連帯保証人の」を「連帯保証人 1 人が」に

改め、同号ただし書を削り、同条第 2 項中「前項に」を「同項に」に改め

る。 

第 13 条第 1 項中「承継の理由となるべき事実発生後 20 日以内に」を削

る。 

第 15 条第 3 項中「1 箇月を 30 日として日割計算した額とする」を「、

日割計算による」に改め、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、当該家賃の額に 100 円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てた額とする。 

第 19 条第 3 項中「1 箇月を 30 日として日割り計算した額とする」を「、

日割計算による」に改め、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、当該家賃の額に 100 円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てた額とする。 

第 20 条を次のように改める。 

（家賃の減免又は徴収猶予） 

第 20 条 市長は、災害その他特別の事情が発生した場合においては、当該

家賃の減免又は徴収の猶予が必要と認める者に対し、市長が別に定める

基準により、当該家賃の減免又は徴収の猶予をすることができる。 

第 22 条中第 3 項を第 4 項とし、同条第 2 項ただし書を次のように改め、

同項を同条第 3 項とする。 

ただし、賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務の不履

行又は損害賠償金があるときは、敷金のうちからこれらを控除した額を

還付する。 

第 22 条第 1 項の次に次の 1 項を加える。 

2  入居者が賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務を履

行しないときは、市長は、敷金をその債務の弁済に充てることができる。

この場合において、入居者は、市長に対し、敷金をもって賃貸借に基づ

いて生じた金銭の給付を目的とする債務の不履行の弁済に充てること
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を請求することができない。 

第 24 条第 1 項を次のように改める。 

特定公共賃貸住宅及び共同施設の修繕に要する費用は、市の負担とす

る。ただし、畳の表替え、ふすま及び障子の張替え等の軽微な修繕に要

する費用を除く。 

第 32 条第 2 項を次のように改める。 

2  入居者は、前項の検査のときまでに、入居者の費用で、畳の表替え、

ふすま及び障子の張替え等並びに特定公共賃貸住宅の清掃を行うほか、

入居者の責めに帰すべき事由による汚損、毀損等の原状回復を行わなけ

ればならない。 

（浜田市雇用促進住宅条例の一部改正） 

第 3 条 浜田市雇用促進住宅条例（平成 22 年浜田市条例第 24 号）の一部を

次のように改正する。 

第 8 条第 6 号を削る。 

第 19 条中第 3 項を第 4 項とし、同条第 2 項ただし書中「未納の家賃、未

納の第 21 条第 2 項の共益費」を「賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目

的とする債務の不履行」に、「これ」を「これら」に改め、同項を同条第 3

項とし、同条第 1 項の次に次の 1 項を加える。 

2  入居者が賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務を履

行しないときは、市長は、敷金をその債務の弁済に充てることができる。

この場合において、入居者は、市長に対し、敷金をもって賃貸借に基づ

いて生じた金銭の給付を目的とする債務の不履行の弁済に充てること

を請求することができない。 

第 20 条第 1 項ただし書中「破損ガラスの取替え等」を「ふすま及び障子

の張替え等」に改め、「及び給水栓、点滅器その他附帯設備の構造上重要で

ない部分の修繕」を削る。 

第 28 条第 2 項中「増築している」を「増築した」に、「前項の検査のと

きまでに」を「第 1 項の検査のときまでに、」に改め、同項を同条第 3 項と

し、同条第 1 項の次に次の 1 項を加える。 

2  入居者は、前項の検査のときまでに、入居者の費用で、畳の表替え、

ふすま及び障子の張替え等並びに雇用促進住宅の清掃を行うほか、入居

者の責めに帰すべき事由による汚損、毀損等の原状回復を行わなければ

ならない。 

第 35 条中第 3 項を第 4 項とし、同条第 2 項ただし書中「未納の駐車料
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金」を「賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務の不履行」

に改め、同項を同条第 3 項とし、同条第 1 項の次に次の 1 項を加える。 

2  入居者が賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務を履

行しないときは、市長は、駐車場敷金をその債務の弁済に充てることが

できる。この場合において、入居者は、市長に対し、駐車場敷金をもっ

て賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務の不履行の弁

済に充てることを請求することができない。 

（浜田市集団移転住宅条例の一部改正） 

第 4 条 浜田市集団移転住宅条例（平成 17 年浜田市条例第 250 号）の一部

を次のように改正する。 

第 2 条の 3 中第 1 号を削り、第 2 号を第 1 号とし、同条第 3 号中「前 2

号」を「前号」に改め、同号を同条第 2 号とする。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  第 1 条の規定による改正後の浜田市営住宅条例（以下「改正後の市営住

宅条例」という。）第 6 条第 1 項各号の規定及び第 3 条の規定による改正

後の浜田市雇用促進住宅条例第 8 条の規定は、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に開始した入居者の公募について適用し、施行日

前に開始した入居者の公募については、なお従前の例による。 

3  改正後の市営住宅条例第 11 条第 1 項第 1 号の規定は、施行日以後に提

出する請書について適用し、施行日前に提出する請書については、なお従

前の例による。 

4  改正後の市営住宅条例第 42 条第 3 項の規定は、施行日以後に到来した

支払期に係る支払期後の利息について適用し、施行日前に到来した支払期

に係る支払期後の利息については、なお従前の例による。 
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議案第 13 号 

 

浜田市地域定住住宅条例の制定について 

 

浜田市地域定住住宅条例を次のように定める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市地域定住住宅条例 

 

（目的及び設置） 

第 1 条 低廉な家賃の住宅を供給することにより、地域の定住化及び活性化

を図るため、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の 2 第 1 項の

規定に基づき、浜田市地域定住住宅（以下「定住住宅」という。）を設置す

る。 

（名称及び所在地） 

第 2 条 定住住宅の名称及び所在地は、別表のとおりとする。 

（管理） 

第 3 条 定住住宅の管理は、法人その他の団体であって、市長が指定するも

の（以下「指定管理者」という。）に行わせる。 

（指定管理者が行う業務） 

第 4 条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

⑴ 定住住宅の維持管理に関する業務 

⑵ 前号に掲げるもののほか、定住住宅の管理上、市長が必要と認める業

務 

（入居者の公募の方法） 

第 5 条 市長は、定住住宅の入居者の公募を次に掲げる方法のうち、2 以上

の方法によって行うものとする。 

⑴ 浜田市掲示場への掲示 

⑵ 浜田市報への掲載 

⑶ 浜田市ホームページへの掲載 

2  前項の公募は、次に掲げる事項を公表して行うものとする。 

⑴ 所在地、戸数、規格及び構造 

⑵ 入居者の資格 

⑶ 家賃その他賃貸の条件 

⑷ 申込方法 

⑸ 入居者の選定方法 

⑹ 入居の時期 

⑺ その他市長が必要と認める事項 

（公募の例外） 

第 6 条 市長は、次の各号に掲げる事由のいずれかに該当する者について、

公募を行わず、定住住宅に入居させることができる。 
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⑴ 災害による住宅の滅失 

⑵ 不良住宅の撤去 

⑶ 公共事業の執行による住宅の移転 

（入居者の資格） 

第 7 条 定住住宅に入居することができる者は、次の各号に掲げる条件をい

ずれも具備する者でなければならない。 

⑴ 自ら居住するための住宅を必要とする者であって、入居後、定住住宅

を生活の本拠とするものであること。 

⑵ その者又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。以下同じ。）が暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）

第 2 条第 6 号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でない者

であること。 

（入居の申込み及び決定） 

第 8 条 定住住宅に入居しようとする者は、あらかじめ市長に入居の申込み

をしなければならない。 

2  市長は、前項の申込みがあったときは、その内容を審査し、入居者とし

て決定したときは、その旨を当該入居者として決定した者に対し通知する

ものとする。 

（入居の手続） 

第 9 条 前条第 2 項の規定により入居者として決定された者は、市長が別に

定める日までに、次に掲げる手続をしなければならない。 

⑴ 入居に係る契約（以下「契約」という。）を締結すること。 

⑵ 市長が適当と認める連帯保証人 1 人を立てること。 

⑶ 第 17 条第 1 項の敷金を納付すること。 

⑷ 市長が別に定める書類を提出すること。 

2  市長は、前条第 2 項の規定により入居者として決定された者が前項に規

定する期間内に同項各号に掲げる手続をしないときは、入居の決定を取り

消すことができる。 

（同居の承認） 

第 10 条 入居者は、定住住宅への入居の際に同居した親族以外の者を同居

させようとするときは、市長の承認を得なければならない。 

2  市長は、前項の規定により入居者が同居させようとする者が暴力団員で

あるときは、同項の承認をしてはならない。 
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（同居者の異動） 

第 11 条 入居者は、出生、死亡、離婚等により同居者の異動があったとき

は、市長に届け出なければならない。 

（入居の承継等） 

第 12 条 入居者が死亡し、又は退去した場合において、その死亡時又は退去

時の同居者が引き続き当該定住住宅に居住を希望するときは、当該同居者

は、市長の承認を得て、第 9 条（第 1 項第 3 号を除く。）の規定による手続

をしなければならない。 

2  市長は、前項の規定により入居の承継の承認を受けようとする者が暴力

団員であるとき（同居者が該当する場合を含む。）は、同項の承認をしては

ならない。 

3  入居者は、氏名又は連絡先の変更があったときは、市長に届け出なけれ

ばならない。 

（連帯保証人の変更） 

第 13 条 入居者は、連帯保証人を変更しようとするときは、新しい連帯保証

人を立て、新たに契約を締結しなければならない。 

2  入居者は、連帯保証人の氏名、住所又は連絡先の変更があったときは、

市長に届け出なければならない。 

（家賃） 

第 14 条 定住住宅の家賃は、別表のとおりとする。 

2  市長は、入居者の契約期間の開始日から定住住宅を明け渡した日までの

間について、家賃を徴収する。 

3  入居者は、毎月末までにその月の家賃を納付しなければならない。 

4  入居者が新たに定住住宅に入居した場合又は定住住宅を明け渡した場合

において、その月の入居期間が 1 月に満たないときは、その月の家賃は、

日割計算による。この場合において、当該家賃の額に 100 円未満の端数が

生じたときは、これを切り捨てた額とする。 

5  入居者が第 26 条に規定する手続を経ないで定住住宅を明け渡したとき

は、第 2 項の規定にかかわらず、市長が明渡しの日を認定し、その日まで

の家賃を徴収する。 

（家賃の減免又は徴収猶予） 

第 15 条 市長は、災害その他特別の事情が発生した場合においては、当該家

賃の減免又は徴収の猶予が必要と認められる者に対し、市長が別に定める

基準により、当該家賃の減免又は徴収の猶予をすることができる。 
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（督促） 

第 16 条 市長は、家賃を第 14 条第 3 項に規定する期限までに納付しない者

があるときは、督促状を発行するものとする。 

（敷金） 

第 17 条 市長は、入居者から入居時における 3 月分の家賃に相当する金額

の敷金を徴収するものとする。 

2  入居者が賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務を履行し

ないときは、市長は、敷金をその債務の弁済に充てることができる。この

場合において、入居者は、市長に対し、敷金をもって賃貸借に基づいて生

じた金銭の給付を目的とする債務の不履行の弁済に充てることを請求す

ることができない。 

3  第 1 項の敷金は、入居者が定住住宅を明け渡すとき、これを還付する。

ただし、賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務の不履行又

は損害賠償金があるときは、敷金のうちからこれらを控除した額を還付す

る。 

4  敷金には利子を付けない。 

（修繕費の負担） 

第 18 条 定住住宅の修繕に要する費用は、市の負担とする。ただし、畳の表

替え、ふすま及び障子の張替え等の軽微な修繕に要する費用を除く。 

2  入居者の責めに帰すべき事由によって修繕の必要が生じたときは、前項

の規定にかかわらず、入居者は、その修繕をし、その費用を負担しなけれ

ばならない。 

（入居者の費用負担義務） 

第 19 条 次に掲げる費用は、入居者の負担とする。 

⑴ 電気、ガス、水道及び下水道の使用料 

⑵ 汚物及びじんかいの処理に要する費用 

⑶ 前 2 号に定めるもののほか、市長が別に定める費用 

（入居者の保管義務等） 

第 20 条 入居者は、定住住宅の使用について必要な注意を払い、これを正常

な状態において維持しなければならない。 

2  入居者の責めに帰すべき事由により、定住住宅が滅失、毀損等をしたと

きは、入居者が原形に回復し、又はこれに要する費用を賠償しなければな

らない。 

第 21 条 入居者は、定住住宅を他の者に貸し、又はその入居の権利を他の者
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に譲渡してはならない。 

第 22 条 入居者は、定住住宅を自己の居住以外の用途に使用してはならな

い。 

第 23 条 入居者は、他の入居者又は周辺住民の迷惑となる行為をしてはな

らない。 

第 24 条 入居者は、定住住宅の模様替え又は増築をしてはならない。ただ

し、原状回復又は撤去が容易である場合において、市長の承認を得たとき

は、この限りでない。 

2  入居者は、前項ただし書の規定により定住住宅の模様替え又は増築をし

た場合において、定住住宅を明け渡すとき又は市長から請求があったとき

は、自己の費用で原状回復又は撤去を行わなければならない。 

3  第 1 項ただし書の承認を得ずに定住住宅の模様替え又は増築をしたとき

は、入居者は、自己の費用で原状回復又は撤去を行わなければならない。 

（契約の解除及び明渡請求） 

第 25 条 市長は、入居者が次の各号のいずれかに該当する場合においては、

その契約を解除し、当該入居者に対し、定住住宅の明渡しを請求すること

ができる。 

⑴ 不正な行為によって入居したとき。 

⑵ 家賃を 3 月以上滞納したとき。 

⑶ 定住住宅を故意に毀損したとき。 

⑷ 第 10 条第 1 項、第 12 条第 1 項及び第 20 条から前条までの規定に違

反したとき。 

⑸ 入居者又はその同居者が暴力団員であることが判明したとき。 

2  前項の規定により定住住宅の明渡しの請求を受けた入居者は、速やかに

当該定住住宅を明け渡さなければならない。 

（住宅の明渡し） 

第 26 条 入居者は、定住住宅を明け渡すときは、当該明渡しの日の 30 日前

までに市長にその旨を届け出るとともに、市長が指定する者の検査を受け、

その指示に従わなければならない。 

2  入居者は、前項の検査のときまでに、入居者の費用で、畳の表替え、ふ

すま及び障子の張替え等並びに定住住宅の清掃を行うほか、入居者の責め

に帰すべき事由による汚損、毀損等の原状回復を行わなければならない。 

3  入居者は、第 24 条第 1 項ただし書の規定により定住住宅の模様替え又

は増築をしたときは、第 1 項の検査のときまでに、同条第 2 項の規定によ
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る原状回復又は撤去を行わなければならない。 

（立入検査） 

第 27 条 市長は、定住住宅の管理上必要があると認めるときは、市長が指定

する者に定住住宅の検査をさせ、又は入居者に対して適当な指示をさせる

ことができる。 

2  前項の検査において、現に使用している定住住宅に立ち入るときは、あ

らかじめ当該定住住宅の入居者の承諾を得なければならない。 

3  第 1 項の検査を行う者は、その身分を示す証票を携帯し、関係人の請求

があったときは、これを提示しなければならない。 

（委任） 

第 28 条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

（浜田市一般市営住宅条例等の廃止） 

2  次に掲げる条例（以下これらを「旧条例」という。）は、廃止する。 

⑴ 浜田市一般市営住宅条例（平成 17 年浜田市条例第 248 号） 

⑵ 浜田市営地域定住住宅条例（平成 18 年浜田市条例第 31 号） 

⑶ 浜田市若者住宅条例（平成 17 年浜田市条例第 251 号） 

（経過措置） 

3  この条例の施行の際、現に旧条例の規定により指定を受けている指定管

理者は、第 3 条の規定により指定を受けた指定管理者とみなす。 

4  この条例の施行の日の前日までに、旧条例の規定によりなされた処分、

手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。 
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別表（第 2 条、第 14 条関係） 

名称 所在地 構造 建設年度 戸数 家賃の月額 

七条住宅 3

号 

浜田市金城町七条

イ 975 番地 16 

木造平家建 昭和 53 年度 1 戸 24,000 円 

重富住宅 浜 田 市 旭 町 重 富

461 番地 

プレキャストコン

クリート造 2 階建 

昭和 56 年度 2 戸 14,800 円 

今市住宅 浜 田 市 旭 町 今 市

570 番地 1 

プレキャストコン

クリート造 2 階建 

昭和 56 年度 2 戸 14,800 円 

市木住宅 浜 田 市 旭 町 市 木

3735 番地 1 

木造平家建 平成 3 年度 1 戸 28,000 円 

大和屋住宅 浜田市弥栄町長安

本郷 496 番地 

木造平家建 明治 26 年度 1 戸 30,000 円 

城北住宅 1

号棟 

浜田市弥栄町木都

賀イ 821 番地 25 

木造 2 階建 平成 4 年度 1 戸 23,000 円 

寺組住宅 4

号棟 

浜田市弥栄町長安

本郷 370 番地 5 

木造 2 階建 平成 5 年度 1 戸 23,000 円 

錦ヶ岡住宅

6 号棟 

浜田市弥栄町木都

賀イ 521 番地 2 

木造 2 階建 平成 7 年度 1 戸 28,000 円 

長安住宅 1

号棟 

浜田市弥栄町長安

本郷 552 番地 2 

木造 2 階建 平成 9 年度 5 戸 22,000 円 

長安住宅 2

号棟 

浜田市弥栄町長安

本郷 552 番地 8 

木造 2 階建 平成 10 年度 2 戸 22,000 円 

錦ヶ岡住宅

1 号棟 

浜田市弥栄町木都

賀イ 521 番地 5 

木造 2 階建 平成 10 年度 1 戸 23,000 円 

錦ヶ岡住宅

2 号棟 

浜田市弥栄町木都

賀イ 521 番地 6 

木造平家建 平成 10 年度 1 戸 23,000 円 

錦ヶ岡住宅

3 号棟 

浜田市弥栄町木都

賀イ 587 番地 3 

木造 2 階建 平成 11 年度 1 戸 23,000 円 

錦ヶ岡住宅

4 号棟 

浜田市弥栄町木都

賀イ 587 番地 1 

木造 2 階建 平成 11 年度 1 戸 23,000 円 

錦ヶ岡住宅

5 号棟 

浜田市弥栄町木都

賀イ 587 番地 4 

木造 2 階建 平成 11 年度 1 戸 23,000 円 
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栃木住宅 1 

号棟 

浜田市弥栄町栃木 

319 番地 3 

木造 2 階建 平成 11 年度 1 戸 23,000 円 

栃木住宅 2 

号棟 

浜田市弥栄町栃木 

320 番地 

木造平家建 平成 11 年度 1 戸 23,000 円 

寺組住宅 1

号棟 

浜田市弥栄町長安

本郷 441 番地 3 

木造 2 階建 平成 12 年度 2 戸 22,000 円 

寺組住宅 2

号棟 

浜田市弥栄町長安

本郷 441 番地 3 

木造 2 階建 平成 12 年度 2 戸 22,000 円 

寺組住宅 3

号棟 

浜田市弥栄町長安

本郷 441 番地 3 

木造平家建 平成 12 年度 2 戸 22,000 円 

長安住宅 3

号棟 

浜田市弥栄町長安

本郷 552 番地 4 

木造平家建 平成 13 年度 4 戸 18,000 円 

塚ノ元住宅

2 号棟 

浜田市弥栄町木都

賀イ 490 番地 2 

木造平家建 平成 13 年度 4 戸 18,000 円 

栃木住宅 3

号棟 

浜田市弥栄町栃木

319 番地 1 

木造 2 階建 平成 16 年度 1 戸 23,000 円 

栃木住宅 4

号棟 

浜田市弥栄町栃木

319 番地 8 

木造 2 階建 平成 16 年度 1 戸 23,000 円 

栃木住宅 5

号棟 

浜田市弥栄町栃木

320 番地 1 

木造 2 階建 平成 17 年度 1 戸 23,000 円 

長安住宅 4

号棟 

浜田市弥栄町長安

本郷 552 番地 3 

木造 2 階建 平成 17 年度 1 戸 23,000 円 

栃木住宅 6

号棟 

浜田市弥栄町栃木

319 番地 7 

木造 2 階建 平成 18 年度 1 戸 23,000 円 

栃木住宅 7

号棟 

浜田市弥栄町栃木

319 番地 9 

木造 2 階建 平成 18 年度 1 戸 23,000 円 

塚ノ元住宅

3 号棟 

浜田市弥栄町木都

賀イ 489 番地 6 

木造平家建 平成 20 年度 1 戸 23,000 円 

下谷住宅 1

号棟 

浜田市弥栄町木都

賀イ 1033 番地 

木造平家建 平成 22 年度 1 戸 23,000 円 

下谷住宅 2

号棟 

浜田市弥栄町木都

賀イ 1033 番地 

木造平家建 平成 23 年度 1 戸 23,000 円 

大坪住宅 1 浜田市弥栄町大坪 木造平家建 平成 27 年度 3 戸 15,000 円 
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号棟 159 番地 3     

大坪住宅 2

号棟 

浜田市弥栄町大坪

159 番地 3 

木造平家建 平成 27 年度 3 戸 15,000 円 

向野田住宅

A 棟 

浜田市三隅町向野

田 603 番地 8 

鉄骨造平家建 昭和 59 年度 2 戸 15,000 円 

向野田住宅

B 棟 

浜田市三隅町向野

田 603 番地 8 

鉄骨造 2 階建 昭和 59 年度 4 戸 33,000 円 

向野田住宅

C 棟 

浜田市三隅町向野

田 613 番地 3 

木造 2 階建 昭和 59 年度 2 戸 35,000 円 
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議案第 14 号 

 

浜田市工業用水道料金徴収条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市工業用水道料金徴収条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市工業用水道料金徴収条例の一部を改正する条例 

 

浜田市工業用水道料金徴収条例（平成 17 年浜田市条例第 264 号）の一部を

次のように改正する。 

第 2 条第 1 号及び第 2 号中「48 円」を「29 円」に改め、同条第 3 号中「55

円」を「33 円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 2 年 10 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例による改正後の浜田市工業用水道料金徴収条例第 2 条の規定は、

この条例の施行の日以後の使用に係る料金について適用し、同日前の使用

に係る料金については、なお従前の例による。 
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議案第 15 号 

 

指定管理者の指定について（山陰浜田港公設市場） 

 

山陰浜田港公設市場の管理について、指定管理者の指定をしたいので、地

方自治法第 244 条の 2 第 6 項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 

 

施設の名称 山陰浜田港公設市場 

指定管理者 住 所：広島県広島市中区大手町 5 丁目 3 番 12 号 

名 称：株式会社第一ビルサービス 

代表者：代表取締役 杉 川  聡 

指定の期間 令和 2 年 11 月 1 日から令和 6 年 3 月 31 日まで 

 

（参 考） 

根拠法  地方自治法第 244 条の 2 第 3 項 
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議案第 16 号 

 

工事請負契約の変更について 

 

平成 30 年 12 月 19 日議決を経た、浜田漁港 7 号荷さばき所建設に伴う建

築主体工事請負契約について次のとおり変更したいので、地方自治法第 96

条第 1 項第 5 号及び浜田市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例第 2 条の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市   
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契約の金額   変更前 1,603,800,000 円 

変更後 1,619,032,800 円 
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議案第 17 号 

 

市道路線の廃止について 

 

次のとおり市道の路線を廃止することについて、道路法第 10 条第 3 項の

規定により、議会の議決を求める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 



起       点

終       点

櫟田原町206番地先

櫟田原町200番地先

金城町七条ハ565番4地先

金城町七条ニ75番内1地先

以下余白

市道廃止路線

路線番号 路   線   名 延  長
敷 地 の 敷 地 の

最大幅員 最小幅員

5.2 m

46-3-022 七条22号線 949.5 m 4.8 m 2.6 m

10-3-031 美川南31号線 201.0 m 5.6 m

45



廃 止

廃止箇所

位置図

美川南31号線

延長 201.0m 

幅員 5.6m～5.2m

櫟田原農道

46



廃 止

七条22号線

延長 949.5m
幅員 4.8m～2.6ｍ

位置図

廃止箇所

47
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議案第 18 号 

 

市道路線の認定について 

 

次のとおり市道の路線を認定することについて、道路法第 8 条第 2 項の規

定により、議会の議決を求める。 

 

令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 



起       点

終       点

後野町698番1地先

佐野町イ330番2地先

三階町1551番2地先

河内町3222番4地先

櫟田原町206番地先

櫟田原町278番6地

櫟田原町375番4地

櫟田原町374番5地

金城町追原5番1地先

金城町追原73番4地先

金城町七条ハ565番9地

金城町七条ニ75番内1地

弥栄町門田848番3地先

弥栄町門田848番18地先

弥栄町門田848番13地先

弥栄町門田495番5地先

弥栄町門田844番地先

金城町小国868番4地先

三隅町三隅1355番地先

三隅町三隅1537番7地先

三隅町三隅1681番8地先

三隅町三隅2124番3地先

三隅町井野ハ661番2地先

三隅町井野ハ658番3地先

以下余白

4.6 m

26-3-189 井野189号線 82.2 m 10.3 m 3.1 m

24-3-170 三隅170号線 631.0 m 12.2 m

4.0 m

24-3-169 三隅169号線 282.2 m 16.5 m 4.4 m

31-3-192 安城192号線 338.0 m 5.1 m

3.9 m

31-3-191 安城191号線 318.3 m 5.9 m 3.9 m

31-3-190 安城190号線 143.8 m 4.1 m

4.3 m

46-3-022 七条22号線 936.6 m 33.0 m 2.6 m

43-3-063 美又63号線 176.0 m 5.7 m

5.2 m

10-3-078 美川南78号線 57.6 m 19.0 m 4.5 m

10-3-031 美川南31号線 341.3 m 18.5 m

06-3-067 石見南67号線 920.0 m 45.0 m 4.0 m

00-1-016 後野佐野線 4,585.0 m 20.6 m

市道認定路線

路線番号 路   線   名 延  長
敷 地 の 敷 地 の

最大幅員 最小幅員

5.3 m
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認 定

国道186号線

石見公民館

後野佐野線

延長 4,585.0m 

幅員 20.6m～5.3m

位置図

認定箇所

50



認 定

石見南67号線

延長 920.0m 

幅員 45.0m～4.0m

浜田ダム

位置図

認定箇所

51



認 定

櫟田原農道

美川南31号線

延長 341.3m 

幅員 18.5m～5.2m

美川南78号線

延長 57.6m 

幅員 19.0m～4.5m

認定箇所

位置図
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認 定

美又63号線

延長 176.0m 

幅員 5.7m～4.3m

美又温泉会館

認定箇所

位置図

53



認 定

七条22号線

延長 936.6m
幅員 33.0m～2.6ｍ

旧七条22号線起点

拡大図
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認 定

安城190号線

延長 143.8m 

幅員 4.1m～3.9m

安城191号線

延長 318.3m 

幅員 5.9m～3.9m

安城192号線

延長 338.0m 

幅員 5.1m～4.0m

位置図

認定箇所
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認 定

三隅169号線

延長 282.2m 

幅員 16.5m～4.4m

三隅170号線

延長 631.0m 

幅員 12.2m～4.6m

三隅神社

三隅支所

位置図

認定箇所
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認 定

井野189号線

延長 82.2m 

幅員 10.3m～3.1m

位置図

認定箇所

57



58 

 

議案第 19 号 

 

   浜田市過疎地域自立促進計画の変更について 

 

 過疎地域自立促進特別措置法第 6 条第 7 項の規定により、浜田市過疎地域

自立促進計画を別紙のとおり変更することについて、議会の議決を求める。 

 

  令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

                    浜田市長 久保田 章 市 

 

 



 

浜田市過疎地域自立促進計画（変更） 

都道府県名 島 根 県    

市町村名  浜 田 市    

 

区  分 変 更 前 変 更 後 備考 

表紙 
 

（平成 28 年度～平成 32 年度） 

表紙の計画期間を次の内容に変更します。 

（平成 28 年度～令和 2年度） 

 

１ . 基 本 的 な事

項 

 

 

6 頁表 1-1(3) 人口の推計を次の内容に変更します。 

平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年

人 人 人 人 人 人

61,713 58,367 55,166 52,154 49,480 47,063

令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

人 人 人 人 人

44,738 42,584 40,685 39,029 37,619

区　分

総　　数

区　分

総　　数

 

 

 

一部見直して平成 32 年 3月 31 日まで延長し、 

7 頁（３）行財政の状況 ア 行政の状況中 3 行目を次の内容に変更しま

す。 

一部見直して令和 3年 3月 31 日まで延長し、 

 

 

本計画の期間は、平成 28 年 4月 1日から平成 33 年 3月

31 日までとする。 

12 頁（５）計画期間を次の内容に変更します。 

本計画の期間は、平成 28 年 4月 1日から令和 3年 3月 31 日までとする。 

 

２．産業の振興  

（平成 28 年度～平成 32 年度） 

18 頁（３）事業計画の計画期間を次の内容に変更します。 

（平成 28 年度～令和 2年度） 

 

平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年

人 人 人 人 人 人

61,713 58,367 55,166 52,154 49,480 47,063

平成52年 平成57年 平成62年 平成67年 平成72年

人 人 人 人 人

44,738 42,584 40,685 39,029 37,619

区　分

総　　数

区　分

総　　数

5
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区  分 変 更 前 変 更 後 備考 

３．交通通信体

系の整備、情報

化 及 び 地 域 間

交流の促進 

 

（平成 28 年度～平成 32 年度） 

23 頁（３）事業計画の計画期間を次の内容に変更します。 

（平成 28 年度～令和 2年度） 

 

 24 頁表中 29 行目に次の事業を追加します。 

事業名 事業内容 事業主体 

⑹ 電気通信施設等

情報化のための

施設 

有線テレビジョ

ン放送施設 

ＣＡＴＶ中継局舎設備増設事

業 

浜田市 

 

 

４．生活環境の

整備 

 

（平成 28 年度～平成 32 年度） 

28 頁（３）事業計画の計画期間を次の内容に変更します。 

（平成 28 年度～令和 2年度） 

 

 

 

 

 

 

 

28 頁表中 14 行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑶ 廃棄物処理施設

ゴミ処理施設 

塵芥車更新事業 浜田市 

 

 

５．高齢者等の

保 健 及 び 福 祉

の 向 上 及 び 増

進 

 

（平成 28 年度～平成 32 年度） 

32 頁（３）事業計画の計画期間を次の内容に変更します。 

（平成 28 年度～令和 2年度） 

 

６．医療の確保  

（平成 28 年度～平成 32 年度） 

34 頁（３）事業計画の計画期間を次の内容に変更します。 

（平成 28 年度～令和 2年度） 

 

6
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区  分 変 更 前 変 更 後 備考 

７．教育の振興  

（平成 28 年度～平成 32 年度） 

37 頁（３）事業計画の計画期間を次の内容に変更します。 

（平成 28 年度～令和 2年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

37 頁表中 10 行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑶ 集会施設、体育

施設等 

公民館 

（仮称）杵束コミュニティ

施設整備事業 

浜田市 

 

 

８．地域文化の

振興等 

 

（平成 28 年度～平成 32 年度） 

40 頁（３）事業計画の計画期間を次の内容に変更します。 

（平成 28 年度～令和 2年度） 

 

９．集落の整備  

（平成 28 年度～平成 32 年度） 

42 頁（３）事業計画の計画期間を次の内容に変更します。 

（平成 28 年度～令和 2年度） 

 

１０．その他地域の

自立促進に関し必

要な事項 

 

（平成 28 年度～平成 32 年度） 

44 頁（３）事業計画の計画期間を次の内容に変更します。 

（平成 28 年度～令和 2年度） 

 

１１．過疎地域自立

促進特別事業（一

覧表） 

 

（平成 28 年度～平成 32 年度） 

45 頁事業計画の計画期間を次の内容に変更します。 

（平成 28 年度～令和 2年度） 

 

裏表紙 
 

（平成 28 年度～平成 32 年度） 

裏表紙の計画期間を次の内容に変更します。 

（平成 28 年度～令和 2年度） 
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同意第 1 号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 人権擁護委員候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法第 6

条第 3 項の規定により、議会の意見を求める。 

 

  令和 2 年 2 月 25 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 

 

住 所 浜田市朝日町 95 番地 6 

職 業 自営業 

氏 名 寺 田 恭 子 

生年月日 昭和 27 年 8 月 26 日 

（参 考）前任者：寺 田 恭 子（令和 2 年 6 月 30 日まで） 

 

住 所 浜田市竹迫町 2374 番地 21 

職 業 無 職 

氏 名 杉野本 智 幸 

生年月日 昭和 33 年 12 月 19 日 

（参 考）前任者：其 原 繁 広（令和 2 年 6 月 30 日まで） 

 

住 所 浜田市弥栄町木都賀ロ 336 番地 1 

職 業 地方公務員 

氏 名 森 下 政 昭 

生年月日 昭和 34 年 11 月 6 日 

（参 考）前任者：王 子 幸 子（令和 2 年 6 月 30 日まで） 

 

住 所 浜田市三隅町三隅 1061 番地 1 

職 業 無 職 

氏 名 横 田 智 子  

生年月日 昭和 30 年 2 月 15 日 

（参 考）前任者：石 川 朝 子（令和 2 年 6 月 30 日まで） 

 

 

（参 考） 

任 期   3 年 

根拠法   人権擁護委員法第 9 条 


